
































る。民政府による軍事主義的沖縄統治が破綻を迎える局面において、自由労連の介入が始まる。自由労連は島ぐるみ闘争の展開される最中の一九五六年五月に沖縄調査団を派遣して以降、沖縄への関与を深め、一九五九年 は沖縄駐在事務所を設置して労働政策刷新の め 継続的に働きかけた。
自由労連の沖縄への関与は民政府への働きかけに留まらない。民政府に積極的に働きかけると同時







いる。それは一方で民政府による弾圧から労働運動を守る防波堤となってその発展を助けた英雄として評価され、他方で民政府の労働政策に即して に干渉する反動とし 非難される。第二節ではこうした自由労連の沖縄への介入の経緯と、現地での活 見ていく。その際に議論の焦点に据えるの 、自由労連の介入に対する評価の是非そのものではなく、その評価を複雑に いる原因でもあるところの、自由労連の民政府及び沖縄 労働運動と 関係である。
冒頭に触れたように、労働運動は復帰協の結成に中心的に関わってその後の復帰運動を牽引した中










こう言ったからといって、米国における政策転換の意図がそのままストレートに貫徹すると考えるわけでもなければ、こ を の具体的展開の中に置き直すという作業の重要 を軽んじてい わけでもない。
しかし米国の政策意図から相対的に自立した労働運動の主体的側面を考えるに先立って注意しなけ




















































































































保持せんとする確固たる意思 貫かれているが故に に正 して新たな抗争線を作り出さなければならないと主張した国場の警句が重要にな のである。
国場にとって、闘うべき戦線は「奴隷労働」や「銃剣とブルドーザー」に象徴される野蛮な米軍統
治ではなく、より洗練された高度成長経済へ 移行過程 分析の上に立って、新たに再設定される必要があった。労働運動は農民と共に、そ フロントラインに立つべき勢力とし 想定されている。
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いたが、階級闘争のアジテーションについては遅きに失した感がある。国場が新たに設定しようとした戦線には 既に自由労連が張り付いていたからである。両者はある意味で、島ぐるみ後の沖縄の戦局についての認識を共有していた。自由労連 とっ も、労働運動 もはや弾圧の対象ではなく、積極的に組織し自らのうち 引き入れるべき獲得目標 なっていたのである。自由労連は一九五六年五月の沖縄調査団派遣を以て、その先手を打つことになっ 。
92
二．国際自由労連と米国民政府の折衝過程前節に見ておいたように、一九五〇年代半ばの島ぐるみ闘争に直面して、米軍統治の弾圧路線はそ


















































































た人民党からすれば 沖縄の労働運動 必要なのは 政府の布令による弾圧ではなく自らの直接指導であるとする自由労連の勧告も、警戒すべき外部からの工作以外の何物でもなかったのである。
先にも述べたように、ウィーバー報告書はその後の 対沖政策の入射角を規定するもので
あり、これに対する上述のような二つの相異なる立場は、そ まま沖縄労働運動史上における自由労連の評価を二分す 対立軸を構成している。たとえば前原穂積（那覇市職労、後に全沖労連 記長）は一九七〇年の時点で次のように述べ、自由 連の沖縄への介入 総括している。
さらに米軍は、国際自由労連にも一役買わせたのである［中略］一九五六年五月、国際自由労連
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派遣メンバーの帰沖後、ロビンソンやスタ ト民政府労働部長 臨席して行われた懇談会で 、実地に学んだ米 流の「労働組合主義」 方針が国民指導員自ら 口から語られ いる。
いわく、 「日本の場合、労組活動の政治目標が社会主義社会の建設にあるようですが、米国の労組
活動は資本主義社会の枠内で自分達の問題を解決発展させるということにしぼられるようです」 （浜端春栄） 、 「米国の労働組合は 主独立の気持ちが強く、 に指導されることはありません」 （島袋
10（

































の要求を人民党・非合法共産党 介在させることなく当局に対して代弁する回路の開設が目指されてきたが、自由労連諮問委員会もその一つである。そし 民政府から奪取されるべき労働運動の獲得目標が自由労連の手を介して与えられたことは、この回路を通じて「自由にして民主的な」労働運動が登場することを意味している。自由労連にとって布令一四五号の撤廃の眼目は、民政府による頭ごなしの弾圧に代えて、自らその機能を対面関係 おい 担いつつ、最終的にはこれを労働運動内部の規律へと移転することにより、より効率的な反共体制を構築することであったと言えよう。
自由労連とケイセン調査団一九六二年三月一九日、プライス法改正による対沖援助の増額、日本の潜在主権の再確認と これ















その結果反米感情を抱かせるような統制については 地 存置 差し障りないと見做される限りで整理の対象となるのであり 布令一四五号および布令一一六号 廃 また同様の観点から問題化されるのであ 。
ここで留意しておくべきは、報告書における労働分野 及び改善勧 は、その策定 際し






に挙げた報告書の文面に反映されているからである。もちろん報告書はあくまでケイセン調査団独自の情報収集に基づき、内部での検討を経た上で作成される の あり、自由労連の意向を無条件に取り入れたものと考えることはできない。しかしその文面に当たる限り、一九五六年のウィーバー報告書からダニエル 意見書の延長線上 読むことができることは明らかである。これらのことは、自由労連の沖縄へ 介入が、一九五六年の最初 接触の時点から、米国沖縄統治の転換過程の一環を成していたことを示唆している。
三．米国の新しい沖縄統治と国際自由労連のターゲット前節で見てきたように、自由労連と民政府との協働と緊張の捻じり合わされた関係性は、同時期に














民政府労政に対する強制力たり得 わけ はない。占領下沖縄における労働運動は、自由労連の介入を得る以前には端的に弾圧の対象でしかなかったことを想起しておこう。問題は、民政府がこうした労働運動の要求を容れるか否かという局面においてこそ、道義的根拠に代わる強制力が求められるということであ 。
もちろん民政府の労働政策転換に際して、自由労連が労働運動の後ろ盾となったことが有効に働い



















争へと転化せしめる条件を提供しているのである。その意味では、民政府が躍起になって排除しようとした労働運動に対す 共産主義勢力の影響力は、民政府自身の位置取りに根拠を持っていたと言うことができる。民政府流の対症療法に対 、自由労連の介入は現行の労働政策の内部に問題の根源を認め、いわば体質改善を図ることで、労働運動から反基地・反米闘争 根拠を取り除こうとしたと言える。
自由労連の介入がそのようなものであるとするならば、これを外部からの工作とすることも、必ず
しも正確な理解とは言えない。自由労連の介入以前の が反基地・反米闘争として展開される根拠が民政府自身の軍事主義的立場そのものに求められ、またその限り ったとするならば 労働運動が反基地・反米闘争へと転化するそれ自体 内在的根拠を持ち得たかどうかは、たちまち問いに付される。自由労連の介入は、労働運動に抱え込まれていた潜在的な問いを改めて突き付けたに過ぎないのであ 島ぐるみ闘争以降の戦局の行方について 国場の危機感もこ 点に関わるだろう。
ともあれ、自由労連の介入が有効であるためには、一九五〇年代末から一九六〇年代初頭の経済政
















であり、この関係について言えば沖縄統治に対する米国の曖昧な態度は刷新され、その責任が明確に規定されることになった。この意味においてプライス法は、民政府に援助資金投下のため 根拠を与えたのみならず 米国大統領の名において 経済開発を引き受ける現場責任者として任ずるものなのであり、その立場からして労働政策 対する無関心は許容され得ない。いわば道義的救済心からではなく、経済的要請として労働政策が問題 なるのである。
しかしながら、当の民政府にその自覚があったかは疑わしい。第一節に見たように、元来民政府は






















































































































































































































































































































































（2） 「活發な労組攻勢に備える」 『沖縄タイムス 七 六 。
（
（3）琉球政府労政調査課編
 『琉球労働経済の分析
　
一九六〇年度』
 一九六一年、
 三一頁。もっとも、
 六
〇
年
代
以
降、民間部門の賃金上昇率は著しく、これに応じて度々軍雇用者の賃金表の改訂が訴えられることになる。
